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（出所）La Tercera, 23 de octubre, 2019.
表１　ピニェラ大統領　改革パッケージ
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リの貧困率は、2000 年代から低下を続けており、2017 年には、主要 5 カ国の中では最低となる
10.7％にまで低下している。2000年代まで最も低かったブラジルは同年 19.9％であり、2014年以
降貧困率がやや上昇傾向にあるのと対照的である。賃金の伸びが大きいペルーは 18.9%、コロン
ビアは 29.8％と高く、また同じ OECD加盟国であるメキシコは 43.7％と非常に貧困率が高い。 
 
図１ ラテンアメリカ 5カ国の平均賃金水準の推移 
（2010 年＝100 とした値） 
 
（出所）CEPALSTATデータベースをもとに筆者作成 
                                                        
5 ECLACが報告する貧困率の定義は、生存に必要な基礎的消費の額以下の所得しか得ていない層の割合を示す。 
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さらに、所得五分位分布 7を用いて国内の所得分布状況を検討する。図５には、ラテンアメリカ
諸国の 5カ国を直近値と約 10年前の分布の比較を示している。この中で、チリの最低所得帯の第
一分位（下位 20％の所得世帯）が所得全体に占める割合は 2006年の 6.3%から 2017年には 7.7%
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図７ OECD諸国の GINI係数 
 
（出所）OECD (2019), Income inequality (indicator). DOI: 10.1787/459aa7f1-en 
(Accessed on 25 November 2019). 
（注）直近で利用可能な年のデータを利用。オランダ、フランス、ドイツ、 




（出所）OECD (2019), Poverty rate (indicator). doi: 10.1787/0fe1315d-en 
                     (Accessed on 25 November 2019). 
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9 2017年のチリ大統領選挙における「広域戦線」の台頭については、三浦［2018］を参照。 
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と、④その他の年金の支給を受けていないことである［島村 2015: 248-249］。給付額は 2019年６
月で、110,201 ペソ 10で 59 万人が対象となっている 11。一方、老齢連帯保証手当の支給要件は、
①および③と、⑤基礎年金額が連帯保証手当上限年金額（現在は 325,646ペソ）を下回ることであ
る。支給額の平均は、72,158ペソで、95万６千人が受給している。 
                                                        
10 １（チリ）ペソは、2019年６月１日で、約 0.15円に相当。 




第２の柱 加入者  108000
　強制 拠出者　55000
受給者　14000 325,646ペソ以上
第１の柱 老齢連帯基礎年金(PBSv) 590 110,210ペソ
　連帯 老齢連帯保証手当(APSv) 957 72,158ペソ(平均）
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二期の改革では、大統領直轄の年金諮問委員会であるブラボ委員会（Comisión asesora presidencial 
sobre el sistema de pensiones）により、民間基金方式に国営の基金運営機関を加える案が検討され
たが、意見が割れたため最終的に小幅な改革案が採用されている。これには国営機関という強力
な競争相手の出現を嫌う年金基金運営会社の経済力を背景にした働きかけがあったとされる
［Bril-Mascarenhas & Maillet 2019］。 
 








年に入ってからも 3月 31日に 2000人規模のデモを行っている。その主張は、1980年代からの民
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図 12 政府が取り組むべき課題 
 







して取り組んだ 12。危機発生の一月後となる 11月 15日には、次年度政府予算策定をめぐる下院
の議論の中で、連帯基礎年金を 50%引き上げる案が圧倒的賛成多数で可決されている。チリでは、
政府予算拡大につながる決定は大統領のみが有し、国会にはその権限がないため法案は効力を持
                                                        
12 もう一つの大きな政策課題となっているのは、新憲法の制定である。これについては、三浦［2020］を参照。 
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共交通機関の運賃を 50％割引と、医療費の補助を現行の 6722ペソから 7200ペソに引き上げる案
も合意されている［La Tercera, 22 de noviembre de 2019］。この上院で可決された年金に関する折衷
案に関して、下院では、当初決議した来年度からの 50％引き上げ案を譲歩することに反対意見が
多く議論が続いていたが、最終的には、2020年度予算案提出期限の 11月 27日に両院協議会で合
意に達した［La Tercera, 27 de noviembre de 2019］。合意案は、引き上げ期間については上院案の年


























31 ラテンアメリカ・レポート Vol. 36, No. 2, 2020 
不透明であるが「ネオリベラルの実験は完全に終息し、北欧型の福祉国家に転換するだろう」と
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